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米子市水道事業審議会 議 題 2 

令 和 7 年 4 月 1 6 日 

上 下 水 道 局 経 営 企 画 課 

令和６年度米子市水道事業中期財政見通し 

１ 期間 

  令和６年度から令和１０年度の５か年（令和１１年度以降については、社会経済の情勢等

の変化を現時点で見込むことは困難であるため、参考数値として推計） 

２ 事業の現況（令和６年３月３１日現在） 

⑴ 給水人口等

給 水 区 域

計 画 給 水 人 口 186,400人 給 水 戸 数 78,260戸

給 水 人 口 179,128人 普 及 率 99.38%

給水区域内人口 180,237人

米子市、境港市、日吉津村

⑵ 配水量等

総 配 水 量 21,446,220㎥ 有 収 率 90.97%

一日最大配水量 66,485㎥ 有 収 水 量 19,509,304㎥

一日最小配水量 51,947㎥

一日平均配水量 58,596㎥

⑶ 施設の状況

水 源 地 13箇所 導水管延長 6,025.9ｍ

取 水 箇 所 28箇所 送水管延長 21,329.8ｍ

貯 水 施 設 23箇所 配水管延長 1,270,719.9ｍ

施 設 利 用 率 65.40% 計 1,298,075.6ｍ

最 大 稼 働 率 74.20% 22.30%

29.70%

管 路 耐 震 化 率

基幹管路耐震化率

管路

３ 経営の状況 

⑴ 経営分析

本市水道事業の経営状況の推移は、資料２「経営比較分析表」のとおりである。

経常収支比率は１００％を超え、単年度収支の黒字を継続している。流動比率は

３００％以上で推移し、短期的債務に対する支払い能力を確保できている。料金回収率は

１００％を超え、給水収益で給水に係る費用を賄えている。その他の指標も良好で、類似

団体と比較しても良好又は同程度の状況にある。 

総じて、現時点においては、概ね効率的で健全な経営を維持しているといえる。 

⑵ 給水収益等の推移

給水収益は、給水人口の減少及び節水器具の普及による減少傾向が継続するなか、

エネルギー価格や物価の高騰による更なる節水意識の高まりと推測される新たな要因

により、大幅に減少した。 
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年　度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

給水収益 (千円) 2,806,285 2,772,315 2,757,579 2,701,395 2,673,416

給水人口 (人 ) 182,960 182,320 181,554 180,597 179,128

給 水 量 ( ㎥ ) 20,427,719 20,541,184 20,220,833 19,809,013 19,509,304  
 

　[用途別年間使用水量] （単位：㎥）

区 分 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

一 般 用 14,424,648 14,935,893 14,653,458 14,365,860 14,076,487

官 公 署 用 694,633 678,124 610,900 597,440 605,730

学 校 用 479,313 441,886 427,244 419,040 409,520

病 院 用 1,033,854 978,767 989,576 960,156 908,293

営 業 用 2,472,973 2,210,969 2,224,330 2,179,997 2,217,030

工 場 用 810,015 784,924 815,228 782,942 788,020  
 

　[用途別年間使用料金] （単位：千円　税抜き）

区 分 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

一 般 用 1,654,971 1,693,700 1,680,825 1,648,725 1,619,422

官 公 署 用 154,968 153,071 139,048 136,265 138,016

学 校 用 95,644 87,929 85,609 84,798 82,989

病 院 用 204,576 193,262 196,068 190,524 180,217

営 業 用 428,361 382,856 388,660 379,385 386,946

工 場 用 158,604 153,347 159,915 153,560 155,166  

 

⑶ 建設改良費の推移 

米子市水道事業基本計画に基づき、水源施設、管路等の更新を行った。主な事業とし 

ては、令和２年度から令和４年度にかけて車尾水源地調整池更新８億２，０４０万円、令和３ 

年度から令和５年度にかけて戸上水源地電気設備更新５億９，２６５万円を行った。 

 

（単位：千円　税抜き）

年 度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

建設改良費 1,098,451 1,635,036 1,489,374 1,268,177 1,443,763  

⑷ 企業債残高の推移 

給水収益が減少するなか、将来にわたり世代間の負担の公平性を確保するため、単年 

度借入額を償還額以下とし企業債残高の抑制を図ってきた。令和４年度以降は、企業債 

残高が減少している。 

（単位：千円　税抜き）

年 度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

企 業 債 234,000 766,800 690,000 390,000 540,000

企業債償還金 497,507 552,861 596,010 622,798 659,618

企業債残高 12,538,395 12,752,335 12,846,325 12,613,527 12,493,908
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⑸ 財政基盤安定化の取組み（令和２年度以降） 

米子市水道事業経営戦略策定以降の経費削減、収益確保等の主な取り組みは

次のとおり（金額は税抜き）。 

・基幹管路のスペックダウンによる経費削減 （令和５年度～９年度） 約１億４，０００万円 

・消石灰・炭酸ガス設備の廃止による経費削減 令和２年度以降 年間約２，７００万円 

・水運用見直し等による電気料金削減 令和２年度以降 年間約５００万円 

・石州府水源地整備（工業用水道施設の転用）による設備更新費用等削減 約４億１，７００万円 

・水道料金徴収等業務の民間委託による経費削減 （令和６年度～１０年度） 約４億２，１００万円 

・鳥取県西部域６町の水質検査業務受託による収益増加  

令和５年度～６年度 年間約１，０００万円、令和７年度以降 年間約３，０００万円 

     

４ 建設投資計画 

良質な水道水の安定供給を維持するため、老朽化した施設の更新と管路の耐震化を計

画的に推進するとともに、更なる経費削減を図るために引き続きダウンサイジング及び

スペックダウンに取り組むこととする。 

令和６年度から令和１０年度までの間（以下「期間内」という。）の主な事業は、管路更

新のほか、戸上水源地電気設備改修、戸上水源地耐震補強事業、河岡水源地電気設備更

新、水浜水源地電気設備更新、水質検査棟建設、淀江監視装置更新等を予定している。 

（単位：千円　税抜き）

区 分 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

水 源 施 設 226,249 25,100 150,000 298,000 382,322

電 気 機 械 設 備 349,505 251,080 255,000 125,000 0

配水管路等 1,008,319 1,311,736 1,586,367 1,078,028 900,473

機 器 等 323,977 30,562 14,179 14,179 17,579

計 1,908,050 1,618,478 2,005,546 1,515,207 1,300,374
 

 

５ 今後の財政見通し 

原油価格や物価の高騰が、水道事業に大きな影響を及ぼす状況が継続している。 

収益的収支の収入面においては、引き続き給水収益が減少傾向にあり、支出面におい

ては、計画的な投資事業の実施に伴う減価償却費の増加が見込まれる。その結果、純利

益は減少していくものと見込んでいる。 

資本的収支の収入面においては、世代間負担の公平を確保するため企業債残高の抑制

を図ることとしている。支出面においては、資材の高騰、労務費の上昇による建設改良

費の増高する状況下にあっても、良質な水道水の安定供給を維持するためには、老朽化

した施設や管路の更新、耐震化が不可欠であり、事業計画に基づき計画的に推進するこ

ととしている。その結果生じる資本的収支の不足額は、内部留保資金の取り崩しにより

補填することとしており、今後は内部留保資金が減少していくこととなる。 

また、令和１２年度には収益的収支において純損失の発生が見込まれることから、引き

続き、経費削減、収益確保等経営の効率化に取り組む必要がある。 
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⑴ 収益的収支 

収益的 

収 入 

料金収入 

 

給水収益の減少傾向は継続し、令和１０年度には

年間２５億円台へ推移するものと見込んでいる。 

その他営業収益 鳥取県西部域の水質検査業務の受託により、令和６

年度に年間約１，０００万円、令和７年度以降に年間約

３，０００万円の収入を見込んでいる。 

また、下水道使用料徴収業務負担金として、年間約

４，８００万円を見込んでいる。 

長期前受金戻入 事業計画に基づき、年間３億５，０００万円程度で 

推 移 す る と 見 込 ん で い る 。 

収益的 

支 出 

人 件 費 定年延長、再任用、新規採用及び退職に伴い期間内

に年間約１，１００万円の減少を見込んでいる。 

経費 

動力費 電気料金の上昇で期間内に年間約１，０００万円増加

すると見込んでいる。 

修繕費 修繕費及び撤去工事費で年間２億８，０００万円から３

億２，０００万円程度を見込んでいる。   

その他 備消品費及び委託料、資産減耗費などで年間約 

４億２，０００万円から５億８，０００万円を見込んでいる。 

減 価 償 却 費 事業計画に基づき、年間約１２億５，０００万円から１３

億９，０００万円で推移すると見込んでいる。 

支 払 利 息 企業債の借入予定額、償還予定額から、年間 

約１億３，０００万円程度で推移すると見込んでいる。 

 ⑵ 資本的収支 

資本的 

収 入 

企 業 債 事業計画に基づき、自己財源支出の３０％程度の借り

入れを見込んでいる。 

国庫 (県 )補助金 事業計画に基づき、防衛補助事業費の２分の１、戸上

水源地耐震補強事業費の３分の１、基幹管路更新事業

費の４分の１を国庫補助金として見込んでいる。 

工 事 負 担 金 他の事業者が行う工事に伴い発生する移転等工事の

事業費に応じた額を見込んでいる。 

資本的 

支 出 

建 設 改 良 費 事業計画に基づく主な事業として、管路更新で約５９

億５，０００万円、戸上水源地整備で約８億７，０００万円、

電気設備更新で戸上水源地に約４億８，０００万円、

河岡水源地に約２億６，０００万円、水浜水源地に約３億

７，０００万円の費用を見込んでいる。 

企業債償還元金 借入を減少させるため、期間中に償還額が５億

８，０００万円程度まで減少すると見込んでいる。 

 ⑶ 内部留保資金 

期間内の純利益は総額７億９，９４６万円、資本的収支の不足額は総額８３億１，１０１万円と 

見込んでおり、利益剰余金及び損益勘定留保資金により補てんした結果、内部留保資金は

３０億９，８４４万円減少し、令和１０年度には５億６１万円となると見込んでいる。 

 ⑷ 企業債残高 

期間内の借入総額は１９億７，５００万円、償還総額は３１億７，６１６万円を予定しており、

残高は１２億１１６万円減少し、令和１０年度には１１２億９，２７５万円と見込んでいる。                                  
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